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川南町下水道事業経営戦略 

 

第１ 経営戦略策定の趣旨 

 

１ 経営戦略策定の趣旨 

本町は、豊かな自然と共生するまちづくりを目指し、下水道事業として公共下水道事業及び漁業

集落排水事業を実施し、下水道施設の整備や普及に努めてまいりました。 

しかし、今後、人口減少による使用料収入の減少や物価上昇等による事業運営費の増大などによ

って、下水道事業を取り巻く経営環境は厳しくなることが予想されており、より一層の経営基盤強

化と財政マネジメント向上の取組が求められています。 

このような状況の中、将来にわたり事業を継続していくために、平成３１年２月に「川南町下水

道事業経営戦略」を策定しました。その後、令和６年４月から地方公営企業法を適用し、公営企業会

計に移行したことを受けて、計画の見直しが必要となったことから「川南町下水道事業経営戦略」

を改定します。 

 

２ 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和７年度から令和１６年度までの１０年間とします。 

 

第２ 下水道事業の現状と課題 

 

１ 下水道事業の概要 

 

（１） 汚水処理 

快適な暮らしの確保や、公共用水域の水質保全の観点から、公共下水道事業及び漁業集落排水事

業の集合処理と、集合処理計画区域以外の地域においては、合併処理浄化槽の整備を進めています。 

これらの事業により、平成 25 年度に 54.1％であった生活排水処理率は、令和 5 年度には 62.7％

まで高めることができました。しかし、令和 5 年度の宮崎県の生活排水処理率 85.5％と比較すると

依然として低い状況であり、今後も事業を推進していく必要があります。 

 

※ 「生活排水処理率」とは、地域の全人口に対して、生活排水が下水道や合併浄化槽等の生活排水処理施設によって処理さ

れている人口の割合をいいます。 
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公共下水道事業        漁業集落排水事業 

川南町の下水道事業 

 

 

（２） 公共下水道事業 

公共下水道事業は、平成 8 年度に都市計画決定を受け、平成 16 年度に供用を開始しています。

施設の概要は、計画面積 182ha、計画処理人口 3,230 人、計画処理能力 2,000 ㎥/日です。平成 30

年度に全体計画の変更を行い、整備を完了しています。 

なお、会計としては、令和 6 年度から下水道事業特別会計と漁業集落排水事業特別会計を合わ

せて、地方公営企業法を適用（一部）させ、下水道事業会計としています。 

 

（３） 漁業集落排水事業 

漁業集落排水事業は、農林水産省の補助事業により、通浜地区を処理区域として整備し、平成 4

年度に供用を開始しています。施設の概要は、計画面積 18ha、計画処理人口 1,900 人、計画処理

能力 627 ㎥/日です。 
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事業の現況 

 公共 漁集 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

平成 16 年度 

（20 年） 

平成 4 年度 

（31 年） 

法適・非適の区分 
令和 6 年 4 月から法適用（一部適用） 

下水道事業会計を設置 

処理区域内人口密度 18.4 人/ha 44.3 人/ha 

流域下水道等への 

接続の有無 
無 無 

処理区数 1（川南処理区） 1（川南漁港区域） 

処理場数 1（川南浄化センター） 1（通浜浄化センター） 

広域化・共同化・ 

最適化実施状況 
無 無 

※ 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指します。 

「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む。）、

広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行す

る場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指します。 

「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応

じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指します。 

 

２ 使用料 

 

（１） 使用料の概要 

下水道使用料の体系は、基本料金に月あたり 8 ㎥までの基本水量を付し、それを超える使用水量

につきましては従量料金制としています。また、大量排水者につきましては、資本費の増大の要因

となりますので 50 ㎥を超える排水量につきましては逓増制としています。 

本町の下水道料金については、本来使用料で賄うべき費用が賄えていない状況で、多額の一般会

計繰入金を前提とした事業運営となっているので、料金改定を行う必要があります。 

 

料金単価表（消費税及び地方消費税抜き） 

種 別 区 分 汚水量 金 額 

一般汚水 

基本料金 8 ㎥まで 1,300 円 

従量料金 
8 ㎥を超え 50 ㎥まで 1 ㎥につき 100 円 

50 ㎥を超える部分 1 ㎥につき 110 円 

※ 井戸水等も使用の場合は、使用人数に応じて認定水量が加算されます。 

 

（２） 条例上の使用料と実質的な使用料 

実質的な使用料は、次表のとおりですが、本町の料金体系は 50 ㎥までの水量区分における単価が

低い逓増型の料金体系であり、50 ㎥を超えて使用している料金により、条例上の使用料より計算上

高めに算出されています。 
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条例上の使用料と実質的な使用料（消費税及び地方消費税抜き） 

条例上の使用料 

（20 ㎥あたり） 

※過去 3年度分を記載 

令和3年度 2,750円 実質的な使用料 

（20 ㎥あたり） 

※過去 3年度分を記載 

令和3年度 2,887円 

令和4年度 2,750円 令和4年度 2,897円 

令和5年度 2,750円 令和5年度 2,904円 

※ 「条例上の使用料」とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいいます。 

※ 「実質的な使用料」とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に 20 ㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む。） 

をいいます。 

 

 

３ 組織 

 

（１） 職員数 

下水道事業は、水道事業とともに上下水道課が所掌しています。下水道事業会計の職員は、2名（うち会

計年度任用職員 1名）です。 

 

（２） 事業運営組織 

  

上下水道課 

管理係 

工務係 
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４ 民間活力の活用等 

本町は、下水道施設の維持管理業務について、民間委託を導入しています。なお、指定管理制度

及びＰＰＰ・ＰＦＩについては、活用事例がありません。 

資産の活用状況につきましては、事業規模が小さいことから活用できる資産が少なく、活用事例

がありません。しかしながら、国の地球温暖化対策計画では、上下水道事業における太陽光発電の

推進を掲げているため浄化センターの空きスペース等を活用した太陽光発電施設については、検討

の必要があります。 

民間活力の活用等 

種 別 公 共 漁 集 

ア 民間委託 

（包括的民間委託を含む。） 

・川南浄化センター維持管理業務 

・マンホールポンプ定期清掃業務 

・通浜浄化センター維持管理業務 

・マンホールポンプ定期清掃業務 

イ 指定管理者制度 無 無 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 無 無 

 

資産活用状況 

種 別 公 共 漁 集 

ア エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 
無 無 

イ 土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等） 
無 無 

※ 「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる

取組を指します。 

※ 「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた収入増につながる取組を指します（単

純な売却は除く。）。 

 

５ 下水道事業の経営分析 

直近の「経営比較分析表（令和４年度決算）」（※）は、巻末資料に掲載しています。 

※「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表 

（１） 公共下水道事業 

経費回収率が他団体と比較して低くなっており、その要因としては事業規模が非常に小さく非効

率なことが挙げられます。当該数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以

外の収入により賄われていることを意味するため、適正な使用料収入を確保するための使用料改定

が必要と考えられます。 

事業供用開始から 20 年が経過し、ポンプ施設や電気設備など、償却期間が経過した施設が増えて

きています。老朽化する施設の長寿命化を図りつつ、必要に応じて修繕・更新を行う必要がありま

す。 

中長期的には人口減少に伴って使用料収入が減少していく一方、物価高騰や施設の老朽化により

支出は増加又は高止まりする見通しであるため、事業を継続していくための財源確保については、

厳しい状況にあるといえます。 
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（２） 漁業集落排水事業 

経費回収率が他団体と比較して高くなっていますが、その数値は 100％を下回っています。100％

を下回る場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するため、

適正な使用料収入を確保するための使用料改定が必要と考えられます。 

事業供用開始から 31 年が経過し、維持管理面において、施設の老朽化が進行する中で、施設の長

寿命化を検討・実施していかなければならない時期を迎えています。川南漁港区域は、急速に人口

が減少している地域であるため、施設の更新を行う際には、適正規模の施設となるよう検討が必要

です。 

人口減少に伴って使用料収入が減少していく一方、物価高騰や施設の老朽化により支出は増加又

は高止まりする見通しであるため、事業を継続していくための財源確保については、厳しい状況に

あるといえます。 

 

６ 将来の事業環境 

 

（１） 処理区域内人口の予測 

令和 5 年度末時点での処理区域内人口は、公共下水道事業においては 3,354 人、漁業集落排水事

業においては 797 人となっています。今後の本町の人口予測を考えると、それぞれの処理区域内人

口も同様に減少すると予想され、特に漁業集落排水事業の処理区域である川南漁港区域は、本町の

人口減少のスピードよりも急速に人口が減少すると予想されます。 

処理区域内人口の予測は、平成 26 年度から令和 5 年度までの区域内人口を基に、最少 2 乗法に

より推測しました。これによると、計画期間の最終年度である令和１6 年度の処理区域内人口は、公

共下水道事業においては 3,250 人、漁業集落排水事業においては 370 人となりました。 

 

（２） 有収水量の予測 

令和５年度の有収水量は、公共下水道事業においては 334 千㎥、漁業集落排水事業においては 60

千㎥となっています。加入率及び一人当たりの使用量は、近年大きな変化がないことから、令和５

年度の加入率及び一人当たり使用量により、有収水量を予想することとしました。 

これによると、計画期間の最終年度である令和１６年度の有収水量は、公共下水道事業において

3,369 3,355 3,342 3,329 3,316 3,303 3,289 3,276 3,263 3,250 

723 684 645 606 566 527 488 449 410 370 

4,092 4,040 3,987 3,935 3,882 3,830 3,777 3,725 3,673 3,620 

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

処理区域内人口の予測

公共下水 漁集

（人） 
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は 324 千㎥、漁業集落排水事業においては 28 千㎥となりました。令和５年度と比べると公共下水道

事業においては 3％減、漁業集落排水事業においては 53％減と予測され、漁業集落排水事業の有収

水量については著しく減少すると予測されます。 

 

（３） 使用料収入の見通し 

令和５年度の使用料の調定額は、公共下水道事業においては 43,988 千円、漁業集落排水事業にお

いては 7,978 千円、合計 51,966 千円となっています。 

使用料収入の予測は、予測した有収水量に使用料単価を乗じて予測を行いました。使用料単価は

令和 5 年度実績に基づいて、公共下水道事業においては 131.7 円／㎥、漁業集落排水事業において

は 133.8 円／㎥を用いました。 

これによると計画期間の最終年度である令和 16 年度の使用料収入は、令和 5 年度と比べて、公共

下水道事業においては 3％減の 42,671 千円、漁業集落排水事業においては 53.1％減の 3,745 千円、

合計では 10.7％減の 46,417 千円となりました。 
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44,251 43,988 43,856 43,724 43,461 43,329 43,198 43,066 42,803 42,671 

7,225 6,824 6,422 6,021 5,620 5,218 4,817 4,549 4,148 3,746 

51,476 50,812 50,278 49,745 49,081 48,547 48,015 47,615 46,951 46,417 

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

使用料収入の予測

公共下水 漁集

（千円） 



8 

 

（４） 施設の見通し 

 

ア 公共下水道事業 

公共下水道事業は、平成 16 年 3 月に供用開始し、20 年経過しています。 

本計画期間中には管渠等の構築物は耐用年数を迎えないことから、大規模な更新工事は発生

しない見込みです。点検等により状態を把握することを基本としています。 

一方、処理場及びマンホールポンプ関連施設の電気機械設備等は、標準耐用年数が 10 年～20

年であることから下水道ストックマネジメント計画により計画的な点検・更新を行うこととし

ています。 

 

イ 漁業集落排水事業 

漁業集落排水事業は、平成 4 年 5 月に供用開始し、31 年が経過しています。 

本計画期間中には管渠等の構築物は耐用年数を迎えないことから、大規模な更新工事は発生

しない見込みです。点検等により状態を把握することを基本としています。 

処理場及びマンホールポンプ関連施設の電気機械設備等は、標準耐用年数が 10 年～20 年で

あることから下水道ストックマネジメント計画を準用し、点検・更新を行うこととしています。 

処理地域は、急激に人口減少が進んでいるため、必要に応じて浄化設備のダウンサイジング

等を検討する必要があります。 

 

ウ 都市下水路 

公共下水道事業の供用開始以前（昭和 40 年代終盤から昭和 50 年代初期まで）に整備された

都市下水路については、老朽化が顕著となっており対策が必要です。大規模な土木工事等を要

すると考えられ、建設課において対策を検討しています。 

 

（５） 組織の見通し 

令和 6 年度から、公共下水道事業及び漁業集落排水事業を下水道事業として地方公営企業法の適

用（一部適用）としましたが、組織及び人員の配置については、以前と同様となっています。 

下水道事業会計で人件費を負担する人員は、2 人（うち会計年度任用職員 1 人）でありますが、水

道事業と一体となって管理することで効率的な運用を目指しています。 

小規模自治体では、下水道の専門職員を確保することは困難で技術や知識の継承に課題がありま

すが、事業規模から下水道事業会計で負担できる人件費には制限があるため、現在の規模を維持す

る見通しです。 
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第３ 経営の基本方針 

 

住みやすい生活環境づくり 

川南町長期総合計画の基本目標の１つに「 豊かな自然と共生するまちづくり」を掲げており、「生

活を支える豊かな自然を未来へと引き継いでいくために、自然と調和した土地利用と計画的なイン

フラ整備を進め、多様な世代が住みやすい生活環境づくりを目指す。」こととしています。下水道事

業としては、以下の施策に取り組むこととしています。 

 

（１） 下水道への加入促進 

公共用水域の水質保全の推進のため、宅内工事未着手家庭への接続促進に努めます。 

 

（２） 都市下水道の整備促進 

老朽化した都市下水路の整備促進に努めます。 

 

（３） 安定した経営基盤の確立 

下水道ストックマネジメント計画に基づき、延命化や維持管理に要する費用の平準化を図ります。

さらに、下水道事業に令和 6 年度から地方公営企業法を適用したことから、公営企業会計方式（複

式簿記）に移行しました。このことにより、これまでよりも細かな経営分析が可能となりましたの

で、そのデータを基に経営基盤強化を図ります。また、下水道使用料改定を検討し、財政健全化に努

めます。 

宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計画（令和 5 年 1 月策定）では、令和 15 年度以降に川

南町及び都農町のし尿処理を行う川南・都農衛生センター（川南・都農衛生組合）を廃止し、川南浄

化センターでし尿を処理する統合を検討することとしています。そのため、当該統合について実現

可能性を検討し、この地域における汚水処理事業の効率化を図ります。 
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第４ 投資・財政計画（収支計画） 

 

１ 投資・財政計画（収支計画） 

巻末資料に掲載しています。 

 

２ 投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

 

（１） 収支計画のうち投資についての説明 

目  標 

公共下水事業及び漁業集落排水事業ともに本計画期間中には、建物、構築物

（管渠）等については、耐用年数を迎えないことから、機械及び装置の更新が投

資の中心となる予定です。 

なお、都市下水路に対する投資・費用については、下水道料金で賄うものでは

なく、全額一般会計の負担で行うものであるため、本計画における投資・財政計

画（収支計画）には含めません。 

 

ポンプ設備、電気計装設備、エアレーション設備、汚泥処理設備等の点検・確認を行い、可能

な限り長寿命化を試みます。長寿命化では対応できない設備については、更新を行います。なお、

投資額については、物価上昇を見込んでいます。 

 

（２） 収支計画のうち財源についての説明 

目  標 

公共下水道事業及び漁業集落排水事業ともに処理区域内人口は減少する見通し

ですが、加入率の向上により使用料収入の低下を少しでも鈍化させたいと考えて

います。 

設備の大規模な改修を行う場合は、国庫補助及び企業債を活用し、財源を確保し

ます。 

 

本計画期間における国庫補助の合計額を公共下水道事業では 50,000 千円、漁業集落排水事業では

30,000 千円として計上しています。 

本計画期間における企業債の合計額を公共下水道事業では 50,000 千円、漁業集落排水事業では

30,000 千円として計上しています。 
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（３） 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

〇 職員給与費 

本町の平均給与等を基礎として、毎年度ベースアップ分を見込んでいます。また、職員給与費を

公共下水道事業と漁業集落排水事業の汚水処理量で案分しています。 

〇 動力費 

過去の実績から汚水処理量１㎥あたりの動力使用量を算定し、汚水処理量を基に算定しました。

なお、 動力費には将来の物価上昇を見込んでいます。 

〇 修繕費 

過去の実績から修繕費を算定し、将来の物価上昇を見込んでいます。 

〇 委託料 

過去の実績から委託料を算定し、将来の物価上昇を見込んでいます。 

〇 減価償却費 

令和 5 年度までに取得した資産については、固定資産台帳により算出し、それ以降に取得予定の

資産の減価償却費を見込んでいます。 

〇 支払利息 

令和 5 年度までに起債した企業債については、償還システムにより算出し、それ以降の起債分に

ついては、期間 30 年、元利均等、利率 1％で計上しました。 

 

 

３ 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

（１） 今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・最適化に関する 

事項 

宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計画（R5.1）では、

令和 15 年度以降に川南町及び都農町のし尿処理を行う川南・

都農衛生センター（川南・都農衛生組合）を廃止し、川南浄化

センターでし尿を処理する統合ついて検討することとしてい

ます。 

また、当該計画では、市町村毎に個別委託している維持管理

業務について共同発注や物品の共同購入をすることなどによ

り、発注事務等の軽減や維持管理に係るコストを抑制するとし

ていることから、宮崎県や近隣市町村と協議を行い、実施を検

討します。 

投資の平準化に関する事項 大規模な再投資する際は、平準化を検討します。 

民間活力の活用に関する事項 

（PPP/PFI など） 

民間資金を活用した投資については、今後の経営状況により

必要に応じて検討を行います。 

その他の取組 
近年不明水が増加しているため、有収率が減少傾向にありま

す。不明水の調査を行い経費削減に努めます。 
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（２） 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに関する事項 

公共下水道事業及び漁業集落排水事業ともに料金回収率が

100 を下回っています。また、人口減少により料金収入が減少

すると予想されるため、下水道料金の見直しを検討します。 

資産活用による収入増加の取組に

ついて 

現在、資産活用できる可能性のある土地、建物等を所有して

いないため該当事項がありません。 

その他の取組 必要に応じて検討します。 

 

（３） 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に関する事項 

（包括的民間委託等の民間委託、

指定管理者制度、PPP/PFI など） 

下水道施設の管理業務や設備の点検等については、民間委託

しています。今後、近隣団体や同規模団体等の事例などを調査

するなど情報収集等に努めていきます。 

職員給与費に関する事項 
今後も水道事業と一体として経営することで、経営効率を図

り、最小限の人員体制を維持します。 

動力費に関する事項 

人口減少により処理水量が減少すると予想される施設につ

いては、設備更新の際にダウンサイジングの可否について検討

し、動力費の削減を図ります。 

薬品費に関する事項 

宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計画では、「共同購

入することなどにより、コストを抑制」するとされていること

から、宮崎県及び近隣市町村の動向を注視し、薬品費の削減を

図ります。 

修繕費に関する事項 
下水道事業ストックマネジメント計画に基づき点検等を行

い、修繕費の抑制を図ります。 

委託費に関する事項 
各種委託業務については、業務内容の見直しや適正化を必要

に応じて検討します。 

その他の取組 必要に応じて検討します。 

 

 

第５ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

経営戦略の事後検証、改定等に関

する事項 

毎年度進捗管理を行い、５年ごとに見直しを行います。ＰＤ

ＣＡサイクルを効果的に回して、本計画の事後検証、更新を行

います。 
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